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How Does Changes of Firms’ Boundary Influence on Innovation? 
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ABSTRACT 
 The influences of the changes in firms’ boundaries has not been sufficiently analyzed. This paper 
analyzed the influences of the changes in firms’ boundaries with the mergers between Japanese 
pharmaceutical firms on appropriability of the returns from innovation and technological opportunity, 
which are the determinants of innovation. The results as follows. 
(1) Appropriability of the returns from innovation increased through the market share increased in 
some product segments and the integration of the sources of development seeds progressed in the 
case of merger between firms of similar product portfolio. 
(2) Sources of technological opportunities diversified through the supplier of the development seeds 
increased in the case of merger between firms of different product portfolio. 
 The results suggest that the influence of the merger on determinants of innovation differs by the 
product portfolio of the firms. Firms with plan of merger should design their post merger innovation 









































































                                                        



















































































































                                                        





















































                                                        























第一三共の発足の経緯は以下のとおりである。三共と第一製薬は、2005 年 2 月に経営統
合に関する基本合意を行い、共同持株会社を設立し、両社が完全子会社となることを発表



























図  1 第一三共の売上高の推移  












2004年度の 4.8 %から、共同持ち株会社が設立された 2005年度には 9%へと約 4%ポイント
上昇した。これを薬効別にみると、造影剤(0%から 36.8%)、抗菌剤(5.1%から 17.8%)、循環


































図  2 三共の市場占有率の推移  
























































































用可能なデータを選択した。すなわち、2005 年 4 月時点における三共と第一製薬の開発パ
イプライン品目を、2009 年 5 月時点における第一三共の開発パイプライン品目と比較する
ことにした。 
表２は、合併前の 2005年 4月時点における三共の開発パイプラインである。開発品は全
部で 17 品目あり、その内訳は、自社オリジンの開発品が 10 品目、他社オリジンの開発品
が 7品目である。 









薬の開発パイプラインでは、16 品目の開発品のうち、自社オリジンの開発品が 5 品目、他
社オリジンの開発品が 11品目を占めている。 
 
表  2 三共の開発パイプライン（2005年 4月）  
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注）各社公表資料とテクノミック社『明日の新薬 2007 新薬開発経過一覧』より作成。 
 
表  3 第一製薬の開発パイプライン（2005年 4月）  
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表  4 第一三共の開発パイプライン（2009年 5月）  
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注）各社開発パイプライン（表２～４）より作成。 
図  5 他社オリジンの開発品の出所となる企業の数の変化（第一三共）  






























































有率は、2004 年度の 6.5%から、合併が行われた 2005 年度には 8.7%へと約 2%ポイント上
昇した。 






























図  7 山之内製薬の市場占有率の推移  
 
 図８は、藤沢薬品工業からみた市場占有率の変化を示したものである。医薬品市場全
体の市場専有率は、2004 年度の 2.6%から、合併が行われた 2005 年度には 8.7%へと約 6%
ポイント上昇した。 














































増加要因を除外すると、合併直後の 2005 年度から 2007 年度にかけての研究開発費は、合
併直前の 2 社の研究開発費を合計した値からみて横ばいに推移し、2008 年度に顕著に増加
したとみることができる。また、合併後の研究開発集約度は、藤沢薬品工業側からみると
横ばいの傾向にあるが、山之内製薬側からみると増加したと言えるであろう。 
                                                        










































期間がほぼ 2 年になるように、利用可能なデータを選択した。すなわち、2003 年 7 月時点
における山之内製薬の開発パイプライン品目、および 2003年 4月時点における藤沢薬品工
業の開発パイプライン品目を、2007 年 5 月時点におけるアステラス製薬の開発パイプライ
ン品目と比較することにした。 
表５は合併前の 2003年 7月時点における山之内製薬の開発パイプライン品目、表６は合
併前の 2003年 4月時点における藤沢薬品工業の開発パイプライン品目、表７は合併約 2年
後の 2007年 5月時点の開発パイプライン品目である。 
合併前の山之内製薬の開発パイプラインでは 29品目のうち、自社オリジンの開発品が 18
品目、他社オリジンの開発品が 11 品目であり、合併前の藤沢薬品工業では 23 品目の開発
品のうち、自社オリジンの開発品が 14品目、他社オリジンの開発品が 9品目という構成に
なっている。合併約 2年後のアステラス製薬の開発パイプラインでは 39品目の開発品のう








表  5 山之内製薬の開発パイプライン（2003年 7月）  
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注）各社公表資料とテクノミック社『明日の新薬 2007 新薬開発経過一覧』より作成。 
 
表  6 藤沢薬品工業の開発パイプライン（2003年 4月）  
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注）各社公表資料とテクノミック社『明日の新薬 2007 新薬開発経過一覧』より作成。 
 







表  7 アステラス製薬の開発パイプライン（2007年 5月）  
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